
           

 

令和６年１２月２４日 

大 臣 官 房 会 計 課  

 

 

令和７年度予算大臣折衝について 

 

本日行われました令和７年度予算大臣折衝の結果について 

お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
           

 

【お問い合わせ先】 
 

水管理・国土保全局 
総務課 企画官 水野       代表 ０３－５２５３－８１１１（内線 ３５１０２） 

直通 ０３－５２５３－８４３５ 
大臣官房参事官（上下水道技術）付 

課長補佐 大上           代表 ０３－５２５３－８１１１（内線 ３４３２６） 
直通 ０３－５２５３－８４３２ 

砂防部砂防計画課 
課長補佐 永野        代表 ０３－５２５３－８１１１（内線 ３６１４２） 

直通 ０３－５２５３－８４６７ 
 

海上保安庁 
主計管理官付 課長補佐 寺田    代表 ０３－３５９１－６３６１（内線 ２７０２） 

直通 ０３－３５８０－１０１６ 



 
 
 
 
 
 

令 和 ７ 年 度 予 算 

大 臣 折 衝 結 果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１２月２４日 

国 土 交 通 省 



令和６年１２月２４日 

国 土 交 通 省 

 

 

令和７年度予算大臣折衝の結果 

 

 

○能登半島地震の教訓を踏まえた上下水道施設の耐震化

等の推進 

 

                   認められた。 

 

○海上保安能力の強化 

 

認められた。 

 

 



能登半島地震の教訓を踏まえた 

上下水道施設の耐震化等の推進 

 

○ 令和６年能登半島地震による上下水道施設の被災によ

り、被災地域の復旧・復興に大きな支障が生じたことを教

訓として、上下水道システムの急所となる基幹施設の耐震

化及び土砂災害対策を推進していくことが重要。 

 

○  浄水場、送水管、下水処理場など、上下水道システムの

急所となる基幹施設について、計画的・集中的な耐震化を

進めるとともに、土砂災害警戒区域内に位置する場合に

は連携して土砂災害対策も実施できるよう、個別補助事

業の創設及び拡充を要求。 

（令和７年度予算：１１０億円） 

 

○ 折衝の結果、財務大臣より、要求のとおり認められるこ

ととなった。 

 

 



○上下水道システムの急所となる基幹施設（急所施設）について、計画的・集中的な耐震化を進めるとともに、
土砂災害警戒区域内に位置する場合には連携して土砂災害対策も実施できるよう、個別補助事業を創設・拡充。

能登半島地震の教訓を踏まえた上下水道施設の耐震化等の推進
令和７年度政府案：110億円

下水
処理場 P

取水
施設

ポンプ場

P

配水池

河川

送
水
管

下水道管路

浄水
施設

上下水道システムの急所施設の
耐震化の推進

（水道基幹施設耐震化事業、
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（イメージ）

上下水道の急所施設

【凡例】

【従前】
上下水道の広域化や各施設の
耐震化等を交付金で支援

【今回】
上下水道システムの急所施設の
耐震化を集中的に支援する
個別補助事業を創設

土砂災害警戒区域内の
上下水道施設を保全する
土砂災害対策の推進

（事業間連携砂防等事業の拡充）

【従前】
公共施設等を保全する土砂
災害対策等を交付金で支援

【今回】
上下水道システムの急所施設
を保全する土砂災害対策を
個別補助事業の対象に追加
し、集中的に支援

土砂災害対策



海上保安能力の強化 

 

○ 令和４年１２月に関係閣僚会議で決定された「海上保安

能力強化に関する方針」に基づき、海上保安能力の充実強

化を進めてきたところであるが、我が国周辺海域を取り巻

く情勢は一層厳しさを増している。 

 

○ このため、海上保安庁予算について、無操縦者航空機

の５機体制の構築や多目的巡視船の建造に加え、勤務環

境改善に資する宿舎整備のほか、業務効率化、人的基盤

の強化のために必要な予算を要求。 

（令和７年度予算：２，７９１億円） 

 

○ 折衝の結果、財務大臣より、要求のとおり認められるこ

ととなった。 



✈ 全長・全幅 １１.７ｍ × ２４.０ｍ

✈ 最大離陸重量 6，124 ｋｇ

✈ 航続可能時間 ２４時間以上

今後、運用拠点を八戸飛行場から北九州空港に移し、令和７
年度以降、新たに増強する２機を加えた５機体制により、更なる
海洋監視体制の強化を図る（令和５・6年度は３機、令和７
年度以降５機体制）。

無操縦者航空機の５機体制の構築

令和６年度補正：218億円
（リース中の３機の購入）

令和７年度当初：138億円
（２機の引渡し及び５機の運用経
費）

全長：約200m 総トン数：約31,000トン

多目的クレーン

RORO方式の車両甲板

2機運用可能なヘリ甲板

搭載艇
災害対応機能（給水）

コンテナ積載スペース

大規模災害（物資輸送、被災者支援等）や国民保護
（住民避難等）、警備実施・領海警備などに対応する多
目的巡視船の建造を開始。

多目的巡視船の建造

令和７年度当初：139億円
（建造期間５年間）

大型巡視船の増強配備に伴い、宿舎需要が逼迫している
ため、鹿児島県に宿舎を整備（PFI）。

職場環境の改善に資する宿舎整備

令和７年度当初：3百万円
（PFIを活用した整備を念頭にアド
バイザリー業務などに必要な経費）

今後の予定
・令和９年度着工
・令和12年度完成予定
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海上保安庁予算の推移
(億円) ：人件費：物件費 ※ 補正は人件費含まず

+１８０億円

海上保安能力の強化

（イメージ）


